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3 つの視点 

①生活機能の強化 
②結びつきやネットワークの強化 

  ③圏域マネジメント能力の強化 

 

 

 

 

１ はじめに ─定住自立圏構想の取組とその背景─ 
 
取組の背景 

（１） 地方の厳しい現状 
少子・高齢化、人口減少、経済・産業の衰退、厳しい財政状況などにより、一定の行政サービ

スの維持が難しくなってきています。日本の総人口は、今後、急速に減少することが見込まれ、
三大都市圏も地方圏も減少するという「過密なき過疎」の時代が到来し、地方の将来は極めて厳
しい状況にあります。 

 
（２）定住自立圏構想とは 

定住自立圏構想は、地方圏において、安心して暮らせる地域を各地に形成し、三大都市圏への
人口流出を食い止めるとともに、三大都市圏の住民にもそれぞれのライフステージやライフスタ
イルに応じた居住の選択肢を提供し、地方圏への人の流れを創出するため、中心市の指定を受け
た市とその近隣市町村が連携・役割分担し、すべての住民にとって必要な機能を確保しつつ、地
域の自立性を高め、住みよい魅力ある地域を形成し圏域全体の活性化を図る取組です。 

 
              目 指 す べ き 姿 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

２ 定住自立圏構想の考え方 
 
（１） 定住自立圏の意義 

■選択と集中 
     厳しい財政状況や人口減少、少子高齢化の進行などを考えると、地方の自主的な取組を効率的・

効果的に支援し、地方への定住を力強く図るという観点が重要であり、単なる地方へのバラマキで
はない「選択と集中」の考え方を基本とする必要があります。 

■完結型サービスの限界 
     人口減少・高齢化に伴い、小さな市町村の区域だけでサービスを完結することは、より割高かつ

困難であり、中心市の都市機能を近隣市町村の住民が活用するなど、圏域として考えることが必要。 
■集約とネットワーク 

     中心市の都市機能の集積を有効に活用するためには、中心市が圏域全体の暮らしに必要な都市機能
を集約的に整備し、近隣市町村に確保すべき農林水産業などと連携し交流していくという「集約とネ
ットワーク」の考え方が重要です。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

三大都市圏への
人口流出防止 

分権型社会にふさわ
しい社会空間の形成 

ライフステージに応じ
た多様な選択肢の提供 

○中心市の機能と近隣市町村に確保されるべき機能が有機的に連携し、「定住」のための暮ら
しに必要な機能を圏域全体として確保 

○「自立」のための経済基盤や地域の誇りを培う 

定 住 自 立 圏 
魅力あふれる地域を形成 

 

協   定 

定 住 自 立 圏 

中 心 市 
近 隣 

市町村 

 

定住自立圏構想 

 ～ 北しりべし定住自立圏の取組について 

連  携 役割分担 

＜全国の取組状況＞ 
（平成 26 年５月１日現在） 

宣言中心市 93 市 

定住自立圏 79 圏域 

ビジョン策定市 79 市 
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３ 北しりべし定住自立圏の形成と共生ビジョンの目的 
 

人口減少や少子高齢化が進む北後志圏域において、当該
圏域における共通の課題解決に向けて、中心市の小樽市が、
圏域の将来像や定住自立圏形成協定に基づき、近隣５町村
（積丹町、古平町、仁木町、余市町、赤井川村）との間で
連携や協力を有機的に行い、医療や福祉、交通など、定住
に必要な生活機能の確保・充実に努めるとともに、産業振
興を通じて自立に必要な経済基盤の整備を促進し、圏域全
体の活性化や利便性の向上を図るために推進する具体的
な取組等を明らかにするものであります。 

 
  ＜これまでの経過＞ 
   平成２１年 ９月  小樽市が中心市宣言 
         ２２年 ３月  各市町村議会において定住自立圏形成協定締結について議決 
         ４月  小樽市と北後志各５町村とが 1 対１で協定を締結 
        １１月  「北しりべし定住自立圏共生ビジョン」策定 
                                    

 

４ 共生ビジョンの期間 
 

平成 22 年度から平成 26 年度までの５年間 
                                   

 

５ 圏域の概況と課題 
 

圏域全体の人口は減少傾向にあり、高齢化が進んでいます。平成 22 年３月 31 日現在、高齢化率の全
国平均が 22.7％、北海道の平均が 24.3％となっている一方、圏域内の平成 22 年３月末現在の高齢化
率は 30％を超えており、全国平均を大きく上回っている状況です。 
今後、高齢者や若者が定住していくためには、(1)地域医療体制の確保、(2)若者の雇用確保、仕事と子

育てが両立できる職場環境や安心して子供を生み育てられる環境づくり、(3)圏域内の各施設を利用した
生涯学習等の機会の充実や高齢者の生きがいづくりの場の提供、(4)地域資源を活用した産業の活性化、
(5)豊な自然や食資源を活用した広域観光の推進や住環境などに関する情報提供を通じた移住・交流の促
進、(6)住民との協働によるまちづくりの推進に向けた住民参加の方法の確立、市町村職員の意識改革や
地域の人材育成、などを促進していく必要があります。 

 
 
６ 圏域の将来像 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 

 
 
 
魅力あふれる自然環境と歴史・文

化が調和し、人、もの、情報が交流
する圏域 

 
●住民が安心して暮らせる地域づくり 
●地域資源を活用し、産・学・官連携
による産業の活性化 

 

 
●圏域内の交通の整備 
●施設の有効活用による圏域内の
住民の交流と生きがいづくりの
促進 

●交流人口の拡大と移住の促進 

 
 
●地域を支える人材を育成し、
自立した活力ある圏域の形成 

生活機能の強化 

結びつきやネットワークの強化 圏域マネジメント能力の強化 

＜北しりべし定住自立圏構成市町村＞ 

圏 域 の 将 来 像 
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７ 将来像実現に向けた具体的な取組 
 
 

１ 政策分野別共生ビジョンの体系 
 
（１） 生活機能の強化に係る政策分野 

 
    ① 医療 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    ② 産業振興 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

医療機関の機能分化及びネットワーク化 

１ 初期救急医療体制の維持・確保事業 

地域の実態に見合った初期救急医療体制を確保する 

 

小児科及び周産期医療体制を確保する 

 

 

圏域内の公立病院と公的病院を中心とした各医療機関との
連携及びネットワークを促進する 

 

 

 

２ 小児救急及び周産期医療体制支援事業 

３ 地域医療連携推進事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 安全で安心な農水産物生産支援及び活用促進事業  

５ 地域ブランド販路拡大推進事業 

地元農水産物及び特産品に関する情報を相互に提供し合
い、これらを活用した地域ブランドの開発を進めるととも
に、関係団体等と連携し、国内外に向けて地元農水産物及
び特産品の販売戦略を展開する 
 

地元農水産物及び特産品を活用した地域ブランド
の開発 
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③ 広域観光 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ④ 教育 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑤ その他 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６ 広域観光推進事業   

圏域内での周遊性を高め、滞在時間の延長を図る 

 

都市型観光と自然や食文化とが融合した広域周遊
観光の推進 

道内外及び東アジアを始めとした諸外国に向けた観光ＰＲ
戦略を展開する 

７ 観光客誘致対策事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

８ 文化・スポーツ交流促進事業 

社会教育施設などの公共施設の共同利用を推進する 

生涯学習及び文化・スポーツ活動の活発化 

圏域内の文化財、史跡など、多様な文化遺産を保護し、その
利活用を図る 

９ 文化財、史跡等保全・活用事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

10 小樽・北しりべし成年後見センター支援事業 

11 消費生活相談体制連携事業 

成年後見センター、消費者センター等の共同利用を推進し、
圏域内の住民が安心して暮らせるための各種相談などに対
応するため、相互の連携を図る 

住民が安心して暮らせる地域づくり 
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（２） 結びつきやネットワークの強化に係る政策分野 

 

    ① 地域公共交通 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 情報格差の解消へ向けたＩＣＴ（情報通信技術）インフラの整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ③ 道路等の交通インフラの整備 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  ④ 生産者と消費者との連携による地産地消 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生活路線や交通手段の維持及び確保 

12 生活路線バス運行事業 

圏域内の公共交通の利用の促進を図る 

 

多様な交通手段の組合せにより地域の生活環境や観光客の
利便性などを確保する 

 

 13 多様な交通手段の維持及び検討事業 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

14 地域医療連携システム推進事業 

高度医療を担う医科系大学病院と二次医療機関及び一次医
療機関とのＩＣＴネットワークを強化する 

 

地域医療の高度化及び地域医療機関の連携強化 

 
 
 
 
 
 
 
 15 地域交通基盤整備推進事業 

駅や港、高速道路、国道などの基幹交通と連結する道路網の
形成に向けた取組を推進する 

 

効率的な道路交通ネットワークの形成 

 

 
 
 
 
 
 
 

16 地元農水産物魅力度アップ事業 

地元農水産物を安心して消費できる体制を整え、新鮮さ、 
おいしさ及び安全性をＰＲする 

 

新鮮で安全な地元の農水産物の圏域内消費 
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 ⑤ 地域内外の住民との交流及び移住 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野 
 
    ① 人材育成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    ② 圏域内市町村の職員の能力向上 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 17 移住・交流促進事業 

首都圏を中心に北しりべし地域の暮らしの情報を発信するとと

もに、居住や長期滞在などの希望に対応できる体制をつくる 

北しりべし地域の魅力の発信による移住及び長期
居住の促進 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域をけん引する人材の育成及び確保 

18 地域人材育成事業                      

圏域全体の事業の円滑化を図るため、人材を育成し、及び専
門的知識や広い見識を有する人材を確保する 

 

19 魅力ある圏域づくり推進事業                      

 
 
 
 
 
 
 
 
 

20 圏域職員合同研修事業                    

職員の資質及び政策課題への対応力を高める 

職員の能力向上 


